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我が国の国民経済計算体系 は,2000年公表データから,93SNAを規範 とした体系 に移行 し
ている。他方,改 訂作業の終了以降,企 業会計 においては,新 会計基準の導入が行われ,企業
年金に関係するところのでは,退 職給付会計制度については大 きな変更が行われている。
本論では,企 業年金,と りわけ厚生年金基金の格付問題(代 行部分の評価問題)と 今回の改
訂では見送 られた関連事項について検討 していきたい。
∬.年 金 基 金 の格付 問題
(1)93SNAにおける年金基金の格付(分 類基準)
社会保障統計の強化は,93SNAの特色の一つであろう`。93SNAにおいて,社 会保険制度は,
3つの類型に分けられている。第1は社会保障制度,第2に 雇主 と雇用者の相互的合意 に基づ
き設立 された民間の基金,第3に 基金を持 たない無基金制度である。 さらに注目してお くべ き
点は,金 融機関の拡大,公 的および民間の年金基金を金融機関に含めた点である。
今 日,年金基金は機関投資家の大 きな柱 として,極めて重要な位置にあることは間違いない。'
これは単に,民 間の年金基金だけの ことではない。公的な年金においても,そ の運用は重要な
考慮事項であ り,公的年金に関 して も社会保障基金という独立 した制度単位が置かれている。1)
このように 「社会保障基金」および 「年金基金」 を金融部門の制度単位 として独立 させた点こ
そ,93SNAの特徴点であると思われる。
ところで,改 訂前の日本の国民経済計算にける年金の扱いは,社 会保障基金以外の民間の年
金基金は存在せず,例 えば,適 格退職年金等に関 しては所得支出勘定においてもカウン トされ
ることはなかった。 また,従 来カウントされていた厚生年金基金等について も,今回分類の変
更が行われている。
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93SNAをうけた今回の改訂において,年 金がどの ように社会保障基金 と年金基金に分類 さ
れているかを浜田浩児(2001)の主張を以下に要約 して見ておこう。
1993年に国際連合統計委員会において採択 された 「国民経済計算の体系」(以下93SNA)に
おける社会保障基金を年金基金 と区分する基準は,特 定の社会集団の網羅的包含,強 制加入,
給付 と負担の リンクの欠如である。 この うち,「給付 と負担のリンクの欠如」 は,93SNAにお
いて新 たに盛 り込 まれたものである。また93SNAをうけた今向の 日本における改訂 を見る限
り,上記の基準の うち最 も重視 されたのは,こ の 「給付 と負担のリンクの欠如」である。
「給付 と負担の リンク」の分か り易い例 としては,健 康保険組合の場合,保 険料は報酬(所
得)比 例であるのに対 し,給付は負担にはリンクしてお らず,そ のことから社会保障基金 に分
類 される。年金の場合には,年 金制度がいわゆる積立方式によって運営 されている場合には年
金基金,賦 課方式の場合 には社会保障基金となる。厚生年金の場合には,基 本的には積立方式
によると考えられるが,物 価 ・賃金スライ ド制を含んでいることか ら,厳密な意味での積立方
式ではな く,賦課方式に近い ものと判断 し,社会保障基金に分類される。他方,厚 生年金基金
の場合には,ス ライ ド部分が現在は厚生年金に移管 され,物 価 ・賃金スライ ド条項を持たない
ため,一括 して(代行部分と呼ばれる報酬比例部分 も含めて)年金基金に分類されている。2)3)
この ように 「給付と負担の リンク」あるいは年金の財政方式によって,社 会保障基金 と年金
基金の区別が行われた と判断 してよいであろう。
今 回改訂 されたこの ような分類 に対 し,作間(2002)は,「93SNA移行 により,従来,毎 年
『国民経 済計算年報』 に掲載 されていた 「国民負担率」す なわち【(租税負担+社 会保障負
担)/国 民所得】の表章に一種の困難が発生することを意味 している。旧定義については。分
子の社会保障負担に代行部分だけでない厚生年金への拠出が含 まれてしまうという問題点 を指
摘 しえたが,93SNA移行 により,逆 に代行部分が分子か ら抹消 されて しまうことになるだろ
う。なお,93SNA移行の過程で,筆 者(作 間)は,代 行部分に関 しては,SNA上の 「代理」
一般に関する取 り扱い を行 うべ きであるという提案 を国民経済計算調査会議 において行った
が,受 け入れ られなか った。」 としている。作間の批判は,単 にデー タの時系列上の整合性 だ
けでなく,厚生年金の代行部分が政府単位 によって課 され,か つ統御 されるという社会保障制
度そのものに関するSNA上の定義か らなされている。すなわち,代 行部分の扱いは,あ くま
で制度単位 としていかに扱 うべ きかをベース として判断されるべき事項であ り,財政方式の選
択によって判断されるべ き問題 と考えているもの と思われる。今 日,公 的年金のあ り方に付い
ては,基 礎年金部分は ともか く,報酬比例部分(代 行部分を含む)に ついては,積 立制へ移行
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社会保障基金と家計 との間のフロー勘定には,家 計への給付 と家計の拠出のみが計上され,そ
の差額は社会保障基金から家計部門への純移転 として扱われる。他方,年 金基金の場合 には,
家計の負担 に基金の運用益 を含めている。これは運用益 を家計の財産所得 として一旦計上した
上で,再 び年金基金 に拠出されていると表章 しているからである。このことは,給 付の差額を
「年金準備金」(フロー勘定)と して家計の貯蓄 として認識することにもなる。
このような両者間での扱いの差は,68SNA以来の 「強制加入」 という基準に深 く結 びつい
ている。「社会保障制度 は,一 般的には,被 用者 または雇用主体,あ るいは両者か らの強制的
負担により成 り立ってお り」(93SNA4.111),社会保障基金への家計からの拠出は,「強制」 と
認識され,「契約」 とは認識 されない。す なわち,対 価のない もの(制 度部門間移転)と して
認識されている。 したがって,金 融機関として位置付けられた杜会保障基金が財産所得を発生
させたとしても,家 計はそれを受け取るべ き 「契約者」ではないと考え られているのである。
給付 に関しても,そ れは契約に基づ くものでなく政府によって決定 されるものである。
他方,年 金基金は,雇 用者と雇主の合意,す なわち 「契約」 として捕 らえられている。「年
金規約」は労使双方の合意の下で交わされる契約書であ り,拠出および給付 はこの契約書に従
って行われる。 したがって,金 融機関 としての年金基金が発生 させる財産所得は,「契約」上
の受益者である家計の財産所得 となる。
厚生年基金基金における雇用者の拠出は,企 業年金部分 に関 しては 「年金規約」 において定
められる契約に基づ き行 われるが,厚生年金部分に関 しては,代行部分 に対応する部分を含め,
法令 によって定め られる基準に基づ き,強制的に徴集 されていることを考えれば,代行部分を
社会保障基金に含めるのが妥当という判断も,こ の側面からは当然あるえることだろう。4)
ここで,年 金財政のあ り方 としての 「積立方式」 「賦課方式」 とは別次元の ものと して,
SNAにおける表章上のカテゴリーとしての 「積立方式」「賦課方式」 を提案 したい。
積立方式 を取る年金では,将 来のキャッシュ ・フローとしての(給 付一拠出)の 現在価値総
計を責任準備金と呼んでいる。積立制度によって年金が運用されると言 うことは,こ の責任準
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備金が現に積立てられるということを意味 してお り,長期,平 均的 には,
年金給付=年 金拠出+基 金の運用益(財 産所得)
という式が,成 り立つことを意味 している。他方,賦 課方式の場合には,単 に,
年金給付=年 金拠出
となる。
この2つの式が,積 立方式 と賦課方式 を分ける基準 となる。 このことから,家 計負担 を 「拠
出+運 用益」 によって表示するものを 「積立表示」,他方,家 計負担 を 「拠出」のみ とするも
のを 「賦課表示」 と呼ぶことに したい。すなわち,現 実の年金が賦課方式の色彩が仮 に強 くと
も(積 立義務が明確でない適格退職年金の場合),年金準備金の運用益 を家計の財産所得 に帰
属 させ る限 りは 「積立表示」 と呼 び,積 立制度に近 くて も(厚生年金の報酬比例部分),基金
の運用益 を基金の財産所得 とし,家計に帰属 させ ないものを 「賦課表示」と呼ぶわけである。
当然のこ となが ら,「積立表示」 においては,負 担 と給付の差 は家計の貯蓄(年 金準備金増)
となり,「賦課表示」の場合 には,単 に純移転として認識 される。
ここでいう 「積立表示」は年金基金において採用 される表章方式であ り,「賦課表示」 とは
社会保障基金 において採用される表章方式であることは言 うまで もない。すなわち,積立方式,
賦課方式 という言葉を,年 金財政の運用上の用語 としてではなく,あ くまで国民経済計算にお
いて用い られる表章上の用語 として用いる限 りにおいて,賦 課あるいは積立 を社会保障基金 と
年金基金とを区別するもの とすることは許 されると考 える。
作間が指摘するように,国民負担率の計測上の問題 は大 きく,今後 も厚生年金基金の代行返
上の流れが続 くとすれば,国 民負担率は非常に不安定,実 態 を何 ら捕らえないものとなるであ
ろう。そこで,作 問の言う 「代理」を行 う場合,2通 りの方法が考えられるであろう。
ス トック勘定において,厚 生年金基金に積立てられている準備金の全額 を家計の金融資産 と
したままでの表章は次のようになるだろう。家計への給付 としては代行部分 に相当する年金額
が計上 される。他方,家 計の負担はこの給付 と同額が計上 されることになる。そ して,こ の内
訳 は,厚 生年金基金に運用が委ねられている免除保険料お よび(代 行部分年金額a免除保険料)
と同等額の 「家計の追加負担額」 となるであろう。この 「家計の追加負担額」 とは,実 態 とし
ては厚生年金基金 に積み立てられている準備金の運用益の一部,す なわち家計の財産所得の一
部であるが,家 計から社会保障基金に移転 されたとする。





これら2つの方式は,厚 生年金基金においては,代 行部分 と企業年金部分 とが一括 して運用
されてお り,そ の年金準備金を代行部分(社 会保障基金帰属部分),企業年金部分(家 計所有
部分)に分割することは不可能であるという前提に立っている。仮 に,ス トック勘定において,
これらを分割 しようとした場合には,レ ファレンス金利が必要となるであろう。その金利を予




含,強 制加入,給 付 と負担のリンクの欠如は,次 のような社会保障の全体像 を描いているもの
と思 う。「網羅的」である限 りは,逆 選択 を生むであろう。そのような領域では,「強制加入」
が必要であ り,加入のインセンティブを生 じさせ るためには 「給付 と負担 をリンク」 を放棄せ
ざるを得 ない。これら3つの基準 は独立 した ものではなく,そ のらのうちの一つを取 り出し,
区分の基準 とすべ きではない と考 える。
国民経済計算 においては,体系全体の整合性こそが最 も重視されるべ き観点であろう。その
意味では,年 金基金の範囲をいかに定めるか という問題は,家 計の金融資産の範囲の問題でも
ある。冒頭で も述べたが,機 関投資家 としての役割を増大 させつつある年金基金の把握こそ,
93SNAにおいて年金基金 を独立 した制度単位 として扱 うことになった背景であろう。
代行部分の扱いに関す る見解の相違は,退職給付債務を負担する主体,言 い換 えれば,今 日,
大 きな問題 として注目を集めている 「積立不足」に責任を負 う主体が,政 府なのか,企 業なの
かが,「厚生年金基金令」 においても明確 にされていないことに根 ざしている。2000年3月に
おける 「厚生年金保険法」の改正(「給付乗率(予 定利率)の 引き下げ」2000.4月施行,「支給
開始年令の引上げ」2002.4月施行,「総報酬性の導入」2003.4月施行)に よって,代 行部分の
年金債務の額が,現在大きく変動 している。また,これ らに措置によって当然変更 されるべき,
免除保険料率 も凍結 されてお り,この根本的な問題は先送 りされていると見なせ よう。
他方,新 会計基準 による退職給付会計の導入に関連 して,こ の代行部分の法的な不明確 さの
解消が求められている。今後の一連の議論,法 改正によって,最 終的な結論は導かれるものと
予想 している。
厚生年金基金においては,代 行部分 と企業年金部分 とが一体的に運用 されている。かっての
高金利時代,法 定予定利率(5.5%)を上回る運用が可能であった時代 においては,代行部分の
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運用 における余剰が,厚 生年金基金の年金準備金(家 計資産)の 形成に寄与 していた。今 日の
低金利時代においては,逆 に代行部分が年金準備金の減少(積 立不足),家計金融資産の減少
をもた らしている。こうした実態の反映,す なわち機関投資家 としての年金基金の把握 という
目的か らすれば,代行部分 と企業年金部分 を一体的に扱 うことが,よ り整合的であると思われ
る。5)
整合性 という観点か らすれば,前 節で示 した 「代理」のフロー方式の前者は,あ くまで代行
部分 に対応する年金準備金を家計の金融資産とすることを前提に しているものであるし,後者
に関 しては,ス トック勘定 における社会保障基金の持分の明確化を要求するものである。
筆者の提案は,前 者の方式の採用である。厚生年金基金に付いては,代行部分 を含めて年金
基金 として位置付 け,し たがってその運用益 はすべて家計の財産所得 とした うえで,免 除保険
料 とともに 「家計追加負担」が行われると表章する方式である。 しか し,こ れは二重計上 とい
う問題を含んでお り,あ くまで参考系列 として扱われるべ きものであろう。
皿.発 生 主義 会 計 と年 金 基 金
(1)現金主義 と発生主義
93SNAにおいて,年 金基金 は,年 金の母体企業か ら独立性 を基準 として,自 立的,非 自立
的 に分けられている。非 自立的年金基金の例として,退 職引当金 をあげることができる。今回
の改訂において,こ の非 自立的年金の把握 は見送 られたが,そ のことは退職金そのものを捕 ら
えていない と言うことではない。退職金は,そ れが支払われた時点において,雇 用者報酬の一
部 として,現 金主義によって認識 されている。退職金は,雇 用者の過去の勤務に対する対価で
あ り,そ の債務は退職引当金(内 部積立)と いう形で認識されている。 しか し,この対価 は,
退職時に支払われるものであり,それ までの期間は未払いである。 したがって,こ の非 自立的
年金 としての退職金は,現 金主義よっては把握で きず,発 生主義 によって しか把握できない。
他方,自 立的年金基金の場合には,企 業の年金負担,す なわち勤務に対する対価は,勤 務 と並
行 して支払われる(外 部積立)。したがって,現 金主義によっても把握可能であ り,実際,現
金主義による把握が自立的年金の表章においては採用 されている。
しか し,93SNA(国連)に おいて導入 された 「保険 ・年金準備金」は,technicalreserves,
す なわち保険及び年金数理上の準備金概念である。今回の 日本の改訂においても,
我が国の93SNAにおいては,金融資産 ・負債の残高表における 「保険 ・年金準備金」の内訳に 「年金準備







との説明がされている。この 「年金準備金」に推計は,日 銀の資金循環統計 に依存,そ の資金
循環統計は,企 業年金の受託先である信託会社,保 険会社等のデータから推計を行 っている。
保険会社 に関 しては,発 生主義会計が採用され,2)の個人年金に係 る責任準備金は文字どお
り年金数理上の責任準備金である。 しか し,1)の年金基金の責任準備金は,信 託先の金融機
関データから補足することは出来ない。あ くまで,年 金基金お よび規約型企業年金(適 格退職
年金 を含 む)と の問で交わされた年金信託契約からの もので しかない。
年金基金の指定年金数理人による財政検証は,5年以内に一度 と定め られてお り,継続的な
デー タの収集は困難である。また,財 政検証そ もそもが,事 実上信託銀行等によって行 われて
いると考 えてよい。このような制約性から,現行のような推計方法 を取らざるを得ないことは
理解するが,「年金準備金」の推計が現金主義によるものであ り,発生主義 を要求する93SNA
(国連)で 言 うところの 「年金準備金」その ものの推計が行 われている分けではないことは明
記すべ きである。
改訂が議論 され,実 施 された段階 とは異なり,2002年3月決算時には,新 会計基準による退
職給付会計が採用 されている。これによって,企 業年金における積立不足 もディスクローズさ
れ,こ の積立不足問題が従来にも増 してクローズ ・アップされている。
この積立不足は,年 金法上で も企業会会計上で も,年金基金に対する企業の債務として認識
されてお り,年金基金側から見れば 「未集金」 と見 なす ことがで きる。現金主義 においては,
この積立不足の解消のため,実 際に企業によって負担 されたもののみ を 「雇主の負担」の中に
含めて計上 しているが,こ の積立不足その ものは何 ら表章されてはいない。
(2)発生主義 による年金基金の表章
発生主義による年金基金に表章 は,生 命保険におけるそれ と基本的 に変わ りない。ただし,
金融サー ビス生産についていえば,自 立的年金基金の場合 には,対 家計民間非営利組織 と同様
に認識 され よう。また,非 自立的年金基金の場合には,サ ービス生産は行われていない。6)
フロー勘定での生命保険 との比較でいえば,68SNAでの 「保険料」が 「雇用者及び雇主の
負担」であ り,93SNAにおける発生主義による保険料に対応するのは,「雇用者及び雇主の負
担」 に積立不足額の増減(雇 主の未払金)が 加 えられる。 また,年 金準備金 にこの 「未払金」
を加えた ものが,「責任準備金」である。
258 一 経 営 論 集
ス トック勘定では,責 任準備金 を家計の金融資産 とし,年金準備金 と未払金 とを内訳表示す
る。 もちろん,こ の未払金は企業の年金基金に対する負債 として計上される。
この ような表章方式を提案するのは,企 業会計上のデータにすべてを依存することは,事 実
上不可能であることによる。その一つは,補 足の範囲と信頼性の問題である。他の一つは,企
業会計 において公表されるデータが,退 職給付債務の純額表示 になっているため,そ もそもフ
ロー全体 の表章は不可能 な点にある。 したがって,「年金準備金」 に関しては現行 どお り資金




されたかたちで資産 ・負債をもっていることによって他の政府活動とは区別することができる。 … 自
己勘定で金融取引に従事 していることから,独立した制度単位 と見なされる。」と定義付けされている。
2)93SNA移行における年金の扱いにおいて重視されているのは,「給付と負担のリンク」→ 「賦課方式か積立
方式か」→ 「物価スライ ドの有無」 という点である。この点に関して,厚生年金基金の独自部分(企 業年
金)お よび適格退職年金の多 くが,あ る種のインフレ ・ヘッジ機能を備えていることを指摘 しておく必要
があるだろう。企業年金の多 くが,退 職一時金の年金化という制度的経緯を辿ったため,厚 生年金が 「全
期間平均標準報酬×加入員期間」をベースとした給付の決定を行っているのに対 し,かなりの企業年金











3)ベ ース ・アップ率=物 価上昇率,名 目金利=実 質金利+物価上昇率,実 質金利=一 定(予 想利率)と い
う条件を設定してみよう。この場合,完全なインフレ ・ヘッジ機能を備えた年金(物 価スライドを採用し
ている年金)で は,物価上昇は中立的なものでしかない。しかし,イ ンフレ・ヘ ッジ機能が不完全な年金
(企業年金)で は,予想を超える物価上昇(前提から,予想をこえるベース ・アップ)は,実 質債務の削減,
すなわち年金財政の好転をもたらす。逆に,予想を下回る物価上昇は,年 金財政の悪化をもたらす。今日
の企業年金の財政悪化は,名 目金利の低下およびベース ・アップのス トップによってもたらされたもので
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